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⼈事戦略と報酬制度
実態調査レポート2026

データで読み解く⽇本企業の課題と⽅向性
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エグゼクティブサマリー

調査の結果、⽇本企業は従来のメンバーシップ型から脱却し、報酬を⼈材採⽤と定着の重要な戦略ツールとして位置付けている事が
明らかになった。
報酬の業績連動性を強めたいと望む⼀⽅で、その運⽤を担う制度においては「評価の客観性・納得感」「透明性」が最⼤の課題である。

● ジョブ型⼈事制度の導⼊率（完了および推進中）は全体の約3割であり、中でも従業員規模5001名以上の⼤企業の導
⼊率が⾼く約5割だった。最も導⼊率が⾼かったのは、メンバーシップとジョブの要素を併せ持つハイブリッド型⼈事制度であり、
全体的な傾向としては従来のメンバーシップ型からの移⾏が進んでいる。

● ジョブ型⼈事制度への移⾏が進む⼀⽅で、その運⽤⾯における課題意識が強く⽰されている。ジョブ型の障壁として挙げられ
た上位課題は、「評価の客観性・公平性の確保」、「社員の納得感の醸成」、「職務定義書の作成、維持の難しさ」であり、
実務的な困難だけでなく、「誰が、どのように評価するのか」という運⽤の信頼性そのものが、制度導⼊の重要な障壁になって
いると⾔える。

● また、⼈事戦略上特に問題視している課題は、「従業員の離職（リテンション）」、「エンゲージメント（働きがい）」、「専⾨
性の⾼い⼈材の不⾜（採⽤競争⼒）」であり、これら⼈材の採⽤と定着に対する報酬制度の競争⼒について、「優位であ
る」という⾃⼰評価は全体でわずか6%ほどに留まる結果となった。特に従業員規模1000名以下では、 ⼈材の採⽤と定着
における報酬競争で「劣っている」という評価が5割を超えており、報酬⾯の不利を感じている。

● 報酬制度において最も重視されていたのは「個⼈業績連動型の賞与・ボーナス」、次いで「コミッション（売上や利益に連動し
た歩合）」「組織業績連動のボーナス」であり、定量的評価が重視されている傾向が確認された。個⼈業績との連動傾向は、
ジョブ型移⾏完了企業との相関関係が⾼いものであった。

● 今後の報酬制度の⾒直し、新規導⼊をする際の「動機や⽬的」について、「採⽤市場における競争⼒の強化」、「全社的な
エンゲージメントの向上」、「優秀⼈材のリテンションの強化」を重視するという結果であった。報酬制度は「⼈材獲得と引き留
め」のための重要戦略ツールとして位置付けられていることがわかる。

● そして制度の⾒直し、新規導⼊する際に、「業績連動性をより強める」ことと「制度のシンプル化、透明性の向上」を重視する
事が明らかになった。企業が成果主義的な報酬制度を志向する⼀⽅で、それを⽀える制度のわかりやすさと公平性が最優先
事項として認識されている。
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調査の背景
調査の概要

本調査は以下の3点の実態を把握する⽬的で実施した。

1. ⼈事制度の変⾰実態の把握︓従来のメンバーシップ型からジョブ型あるいはハイブリッド型へ、⽇本企業の制度が現在どのような⽴
ち位置にあるかを確認する。

2. ⼈事戦略上の課題と報酬制度の連動性の把握︓⼈事課題に対して報酬制度がどのように寄与しているか、またその障壁を特定
する。

3. 将来の報酬戦略の⽅向性探究︓企業規模や制度の形態によって、今後どのような報酬の⾒直しが求められているのか、そのニー
ズを収集する。

業種 従業員数

調査対象 従業員数51名以上の企業従事者の⼀般社員および経営層

調査地域 ⽇本

調査⽅法 インターネットリサーチ

調査時期 2025年11⽉21⽇―12⽉4⽇

有効回答数 160

調査委託先 ProFuture株式会社
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⼈事制度の実態と課題認識

ジョブ型か、メンバーシップ型か

ジョブ型への移⾏の完了およびジョブ型への移⾏を
推進中（導⼊フェーズ）は31%であった。
最も多かったのは、ハイブリッド型（役割等級制度）の
導⼊で32%である。

引き続きメンバーシップ型制度を維持・強化している企業は
28％であるが、全体的な傾向としてはメンバーシップ型
⼈事制度からの移⾏が加速していると⾔える。

従業員規模別で⾒ると、従業員規模5001名以上においては、「ジョブ型への移⾏完了および推進中」が58％なのに対し、
従業員規模301名-1000名では20％であった。

ジョブ型⼈事制度に合った報酬制度には、評価の客観性と公平性が必要
ジョブ型⼈事制度を導⼊運⽤する上で
報酬制度を設計する際に、
「評価の客観性・公平性の確保」、「社員の納得感の
醸成」、「職務定義書の作成・維持の難しさ」が
上位3つの障壁であった。

実務的な困難だけでなく、「誰が、どう評価するのか」
という運⽤の信頼性が最⼤のハードルと⾔える。

質問︓貴社の⼈事制度は現状どのような⽅向性で整備・進⾏していますか︖

質問︓ジョブ型⼈事制度を導⼊・運⽤する上で、
報酬制度設計における貴社内の障壁はどのような事がありますか︖
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離職、社員のエンゲージメント、採⽤競争⼒に課題

⼈事戦略上、特に問題視している課題として、「優秀な社員・キーパーソンの離職（リテンション）」、「社員のエンゲージメント（働きが
い）の低下」、「DX⼈材など専⾨性の⾼い⼈材不⾜（採⽤競争⼒）」が全体の上位3つの課題であった。

項⽬間の相関性を⾒ると、

● 「社員のエンゲージメント（働きがい）」と「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進と公平性の確保」
● 「経営戦略と⼈事戦略の連携不⾜」と「グローバル全体での統制の不⾜」
● 「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進と公平性の確保」と「適切な評価の導⼊」

が⾼い結果だった。

従業員規模別に⾒ると、従業員規模5001名以上においては「適切な評価制度の導⼊」が上位課題に⼊る。ジョブ型⼈事制度を導
⼊済みと未導⼊で割合の差異は⾒られず、職務に基づいた評価であるジョブ型⼈事制度に移⾏しても、評価の設計および運⽤の成熟
度に課題があると伺える。

301名ー1000名規模では「⼈件費の⾼騰と業績貢献度のバランス」が最も⾼く、さらに注⽬すべきは「賃上げ対応」も上位3つの課題
に⼊る。

Xactly Corporationが2025年に発表した[2025 Sales Compensation Report*」では、報酬のインフレ（⼈件費の⾼騰）は
報酬制度に変化をもたらしているトレンドの上位3位である。このレポートは⽇本よりインフレーションが進む欧⽶企業を対象とした調査結
果だが、⽇本においても今後さらにインフレーションが進めば、「⼈件費の⾼騰」「賃上げ対応」が、さらに上位の課題になる可能性は⼗分
考えられる。

質問︓貴社における⼈事戦略上、特に問題視している課題について、当てはまるものをすべてお選びください。
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潜在的な退職予備軍への対策
エンゲージメントの低下を防ぐ、潜在的な退職予備軍への対策として有効だと考える施策で最も⽀持されたのは、「キャリアパスの明確化
と多様化」であり、⾦銭⾯を上回った。⼈事戦略上の上位課題として、従業員のリテンションとエンゲージメントが挙げられたが、「キャリア
パス」は「働きがい」を⾼め、離職を抑⽌できるという因果関係を企業が確信していると⾔える。

従業員規模1000名以下では、「ベース給与の引き上げ」「インセンティブ報酬の強化⾒直し」施策が有効であるとの回答割合が約4割
である。この層は、「⼈件費⾼騰」「賃上げ対応」を⼈事戦略上の上位課題としており、キャリア等のソフト⾯を充実させる前にまずは市場、
競争と同等の給与という条件をクリアしなければ離職を防げないという危機感が表れている。

質問︓貴社における「エンゲージメントや潜在的な離職予備軍」への対策として、最も有効だと考えられる施策を⼀つお選びください。
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報酬制度の現状

報酬制度設計で最も重視されているのは「個⼈業績連動型」

現在導⼊されている報酬制度設計の中で、最も重視されているのは「個⼈業績連動型の賞与・ボーナス」であり全体の35%、
次いで、「コミッション（売上や利益に連動した歩合）」、「組織業績連動型ボーナス」であった。

個⼈主体、組織主体問わず「定量的成果」を主軸に
置くことで、誰が⾒ても明らかな評価、評価の透明性を
担保していることが伺える。

インセンティブ（成果連動型報酬）制度を導⼊して
いない企業は、従業員規模1001名以上では
8％に留まった⼀⽅で、300名以下では23％に及んだ。

インセンティブ設計で最も重視されているのは「個⼈の定量的成果」
業績連動型の賞与・ボーナス、コミッション（歩合）などインセンティブ（成果連動型報酬）を決定する際に、全体の46％が「個⼈の
定量的成果」を重視している。ジョブ型移⾏完了企業との相関関係を⾒ると、インセンティブの決定要素として「個⼈の定量的成果」をよ
り厳格に適⽤している傾向がある。ジョブ（職務）の成果を定義しやすい分、報酬との紐付けもシャープになっていると⾔える。
次いで回答の多かった「部⾨・チームの定量的な成果」について、「2025 Sales Compensation Report*」では、企業の競争⼒を
⾼めるために取り⼊れている新たなトレンドとして「チームベースのインセンティブ」が挙げられている。
⽇本よりも個⼈の成果に基づくインセンティブ報酬制度の強い欧⽶においても、現代の協働的な働き⽅に合わせた報酬評価の導⼊が始
まりつつあり、新しいベストプラクティスの⼀つになる可能性がある。

質問︓ 現在、貴社で導⼊している「インセンティブ（成果連動型の報酬）」の中で、
特に重視しているものをお選びください。

質問︓貴社のインセンティブ（成果連動型の報酬）の決定において、特に重視する要素をお選びください。



© 2025 Xactly Corporation. All rights reserved. Proprietary & Confidential.

「個⼈の定性的な貢献（プロセス、⾏動評価）」を重視する割合も31%と⾼いが、従業員規模300名以下が特に重視していることが
わかった。

従業員規模300名以下では、経営者の⽬が届きやすく、数値化できない「頑張り」や「企業理念への合致度」を直接⽬で⾒て判断する
ことが可能であるため、定性評価が機能していると考えられる。
⼀⽅で、潜在的な退職予備軍への対策で、300名以下の層の17% が、「評価制度の透明性の向上」を有効な施策として挙げている。
現状では、定性評価を重視しているものの、評価制度の透明性は課題として感じていることが伺える。

報酬競争⼒の⾃⼰評価︓採⽤・定着において報酬⾯の競争⼒が劣る
現在の報酬・給与⽔準の、⼈材獲得および定着における競争⼒について、競合他社と⽐較して「⾮常に優位である」という評価は、
全体では6％しかなく、報酬・給与制度が採⽤および定着を積極的に促進する役割として機能していないのが現状である。

従業員規模1001名以上では、報酬制度も競合と同等レベルを武器に採⽤⼒を維持している⼀⽅で、1000名以下では「劣っている」
という評価が50％を超えており、採⽤競争において報酬⾯の不利を感じている。

現状の報酬・給与⽔準は、⼈材獲得や定着の⾯でどの程度競争⼒があると評価していますか。
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報酬制度のこれから

採⽤競争⼒の強化とエンゲージメントの向上
今後、報酬制度の⾒直しや新規導⼊を考える際の「動機や⽬的」について、「採⽤市場における競争⼒の強化」、「全社的なエンゲー
ジメントの向上」、「優秀⼈材のリテンションの強化」が上位3つの回答であり、全ての従業員規模で同じ傾向が⾒られた。

⼈事戦略上の上位課題と直接対応をする結果となった。また採⽤、定着に対して報酬が競争⼒を発揮していないと⾃⼰評価している
ことも、この⾒直し動機と対応していると考えられる。報酬制度は「⼈材獲得と引き留め」のための重要戦略ツールとして位置付けられて
いることがわかる。

また、物価上昇（インフレ）が戦略に影響を及ぼしはじめていることもわかった。外部環境の変化が、経営層や⼈事の意図とは別に従
業員の⽣活コストを圧迫し、制度の⾒直しの動機となる状況を⽰しており、戦略的な報酬⾒直しに加えて、コスト対応も同時進⾏して
いることが伺える。

質問︓貴社にて、報酬制度の⾒直しや新規導⼊を考える際の「動機や⽬的」として、特に当てはまるものをお選びください。
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インセンティブ制度の⽅向性
業績連動性、客観性、⻑期的な企業の価値創造

報酬制度の中でもインセンティブ制度（成果連動型報酬）を導⼊する、⾒直しを⾏う場合に重視したい⽅向性について、企業規模問
わず、「制度のシンプル化、透明性の向上」が上位であった。ジョブ型⼈事制度を導⼊する際の報酬制度設計で障壁と回答された「評
価の客観性・公平性の確保」、「納得感の醸成」を成功させるためには、「わかりやすさ（透明性）」は⽋かせない要素でもある。

企業規模が⼤きくなるほど、業績連動性を強める意向が確認された。この層はジョブ型移⾏率が⾼く、評価インフラが整っているため、より
ダイレクトに成果を報酬に反映させることが可能である。トップタレントを惹きつけようとする姿勢が鮮明である。

⼀⽅で企業規模が⼩さいほど、短期的な成果だけでなく、⻑期的な企業価値創造にインセンティブ制度を活かすことを重視している。さ
まざまなリソースが限られる中で、⻑期的な成⻑を社員と共有する仕組みに関⼼が⾼まっている。

「2025 Sales Compensation Report*」においても、回答者の48％は、⻑期インセンティブ、株式オプション、譲渡制限付き株式ユ
ニット（RSU）、業績連動株式などのインセンティブを通じて、⼈材定着の促進、⻑期的な会社の⽬標との整合の確保しようとしている。

質問︓ インセンティブ制度を今後⾒直す（または新規導⼊する）際に、最も重視したい⽅向性をお選びください

*Xactly Corporation 2025 Sales Compensation Report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report

https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
https://www.xactlycorp.com/resources/guides/2025-sales-compensation-report
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⼈と組織の成果を引き出す
戦略的インセンティブ制度の提⾔
本調査では、企業が、報酬制度を通じて「採⽤」と「エンゲージメント向上」を強めたいと考えており、「業績連動性」を⾼め、「シンプルで
透明性の⾼い」報酬制度にしたい意向がわかった。
企業が今後、複合的な⽬的や課題をもって報酬制度の⾒直しや導⼊を考える際に、
実⾏性を⾼める仕組みとして「インセンティブ制度」を検討することは⽋かせないと考える。

インセンティブ制度の⽬的＝
企業が社員にどのように⾏動してほしいか明確に伝える⼿段
まず、インセンティブ制度とは、「売上が上がればいい」といった短絡的なものではない。
「会社として従業員にどのように⾏動をしてほしいかを明確に伝える⼿段」の⼀つであり、「経営の意図を現場で実⾏可能にする装置」で
ある。また⼈事戦略とも連動する事で、経営⽬標達成や、⼈材の活性化、採⽤⼒強化、⼈件費⽀出の最適化といった多⾓的な⽬標
を実現できる。つまり、「⾼い戦略性」を持って検討すべき制度なのである。

インセンティブ制度が、社員の「個⼈商店化」を助⻑することを危惧する声も多く聞かれるが、⾦銭的な報酬以前に、マネジメントのあり⽅
が重要である。「チームワークの奨励」、「部⾨横断的なコミュニケーションの促進」、「会社のミッション、ビジョン、バリューの重視」などの組
織⽂化づくりは継続的な取り組みとして必要不可⽋である。

戦略的なインセンティブ制度に⽋かせないのは、「透明性」である。
「透明性」とは、⽬標の指標が明確で、その達成状況と報酬の⾦額を随時確認できることである。
「透明性」が確保されることで、従業員は、「公平に処遇されていること」、「頑張りが報われている」ことを理解できる。「透明性」は、⽬標
達成を⿎舞する上で必要不可⽋な要素なのである。

経営戦略の実⾏性を⾼める仕組みとして機能させ続けるためには、報酬ルールとデザインを定期的に⾒直していく運⽤も⽋かせない。経
営上の優先事項や外部環境は変わるものであり、それに応じて「従業員がどのように⾏動をすべきか」も変わるはずだ。変動賞与部分に
ついては、そのルールやデザインを経営戦略に合わせてアップデートしていくべきである。

このように、「透明性」を維持した上でインセンティブ制度を機動的かつ「持続的に運⽤」していくのために、「テクノロジー」の活⽤を推奨す
る。
報酬計算に必要なデータの集計と計算の⾃動化、経営戦略の変化に合わせた最適な報酬ルールを適⽤するためのシミュレーションの実
施、経過と結果の可視化にテクノロジーを⽤いることで、報酬部⾨の業務を効率化し、より戦略的な制度設計や⼈事課題の検討にリソ
ースを割り当てることができる。

戦略的インセンティブ制度の導⼊のポイントを次項で解説する。
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戦略的インセンティブ制度
導⼊のポイント
ミッドパフォーマー（中間層）の⾏動を変える設計が鍵
「インセンティブ」と⼀⼝に⾔っても、⽬的や意図に合わせて多様なルールの設計、デザインが可能である。
特に経営⽬標の達成においては、ミッドパフォーマー（中間層）の⾏動を変えるための設計が鍵になる。

・⽬標達成に満⾜せず、さらに成果を加速させる「アクセラレータ」の設計
・戦略上重視する事業や商品の販売を促すための設計
・短期的な取り組みの成果を押し上げる⽬的の期間限定のインセンティブやボーナス

これらは⼀例であるが、 設計次第で従業員の⾏動変容を強⼒に促進することが可能である。

⽬標設定のバランスと⽬標達成状況のトラッキング
インセンティブ制度は、⽬標設定が⾮常に重要である。職務や責任と整合する⽬標指標であることを前提に、具体的なアウトプットや結
果にフォーカスしている必要がある。

⾼すぎる⽬標により、未達成者が増えると組織全体のモチベーションが低下したり、年度前半で躓くと後半に向けてのやる気を失ってしま
い著しくパフォーマンスが下がるリスクがある。⼀⽅で低い⽬標は、達成者が増えて組織に活気が⽣まれる⼀⽅で、達成に満⾜し組織全
体のパフォーマンスが最⼤化されない、業績給の⽀払い⾦額が増加する懸念がある。

効果的な報酬制度を展開するには、⽬標のバランスを取ること、そして常に⽬標達成状況を追跡することが重要だ。⽬標達成状況をリ
アルタイムで確認することにより、マネジメントは年度の途中で⽬標値やリソース配分を戦略的に調整し、軌道修正をする機会を得ること
ができる。

さらに追跡情報を従業員に開⽰する事で、「透明性」が⾼まり、「納得感」を確保することも可能になる。報酬⾦額の途中経過をリアルタ
イムに開⽰できれば、従業員⾃らの⾏動がどのように会社の成果、⾃⾝の報酬に結びついているか、つまり「会社として従業員にどのよう
に⾏動をしてほしいか」を、より明確に理解できるようになる。

報酬ルールの運⽤フロー
経営戦略、営業⽬標、戦略上の優先事項は、⾃社の状況だけでなく外部環境に応じて変わる。それに合わせ、組織や役割の⼈事異
動が定期的に⾏われているが、報酬制度も同様に定期的に⾒直されるべきである。
インセンティブ報酬制度は、毎年、前年の成果を振り返り、当年の⽬標達成を加速するにふさわしいルールであるか、点検、⾒直しをする
ことが⼀般的である。また制度が有効に機能するためには「納得感」と「理解」が⽋かせない。社内説明会の開催し、従業員の疑問、不
安を解消する。



© 2025 Xactly Corporation. All rights reserved. Proprietary & Confidential.

インセンティブ報酬管理専⽤ソリューション
Xactly Incent

インセンティブ報酬管理にかかる時間を60％削減
Xactly Incentは、数⼗億件の取引や数万⼈規模の⽀払い対象者を処理できるよう設計されています。
他のソリューションや⼿作業によるプロセスに⽐べ、数百件〜数千件の計算であれば、数分程度で報酬計算を実⾏します。
⽀払いの正確性も 99.8%* を実現します。

そして管理者だけでなく従業員が⾃⾝の報酬額とその根拠を
確認可能な専⽤のユーザーインターフェースを提供します。

これにより、管理者は従業員からの問い合わせに
費やす時間が減らすことができ、
従業員もオンデマンドに⾃⾝の⽬標達成状況と
報酬予定額を確認することができます。

「What-If」シナリオをモデル化
インセンティブ報酬ルールは、経営戦略、営業戦略と従業員
⾏動に⼀貫性を持たせることで、収益⽬標達成をするための
「ドライバー」です。
つまり、企業の戦略、計画に沿ってインセンティブ報酬ルールは定期的に変更されるものです。このときに、新しい報酬プランの与える財務
インパクトをシュミレーションし、最適な報酬プラン・ルールを選択できるのが、インセンティブ報酬管理専⽤システムです。

顧客管理・販売管理、⼈事システムなど社内システムとの連携
インセンティブ報酬計算に必要なデータは既存の社内システム内に存在しています。
これらのシステムと連携し、データフローの⾃動化と合理化することで、データ収集と⽣計の⼿作業を無くしビジネス効率を向上させます。
ODBC/JDBCドライバー、ETLおよびREST APIを活⽤し、お客様の既存のエンタープライズシステムからのデータ取り込みの⾃動化しま
す。またXactly のプラットフォームから計算結果を抽出し、お客様のシステム内でデータ活⽤いただくことことが可能です。

AIによるさらなる業務効率化
クラウド型のソフトウェアの特徴は、最新機能をすぐに享受できることです。
AIも最新機能の⼀つです。 Xactly の AI は、20年以上にわたる独⾃のインセンティブ報酬、パフォーマンスデータを活⽤しインセンティブ
報酬管理の⾼い専⾨性を持つのAIです。
⾃然⾔語による対話型のプロンプトを通じてインセンティブ報酬管理業務をさらに効率化します。

* Xactly ベンチマークデータより
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Xactly について
Xactlyは、レベニューインテリジェンスとセールスパフォーマンス管理を統合した唯⼀の
AI 搭載プラットフォームを提供しており、組織が収益の可能性を最⼤限に引き出せるよう⽀援します。
20年分の報酬およびプラットフォームデータ裏打ちされた Xactlyのインテリジェントレベニュープラットフォームは、
質の⾼く持続可能な収益の創出を⽬指す財務、報酬管理者、営業責任者に設計されています。

Xactly Incentに関する詳細情報、デモンストレーションをご希望の場合は、
https://xactly.co.jp/contact-us よりお問い合わせください。

https://xactly.co.jp/contact-us
https://xactly.co.jp/contact-us
https://xactly.co.jp/contact-us

